
 

 

測量・調査・設計等委託業務に係る予定価格及び 

最低制限価格の運用の改正について 

 

令 和 元 年 ６月 ３日 

京  丹  波  町 

 

京丹波町発注の測量・調査・設計等委託業務に係る予定価格及び最低制限価格の運用に

ついて、最低制限価格算出式を以下のとおり、改正します。 

 

 

１ 予定価格 

京丹波町財務規則第１１３条による予定価格は、設計書金額を９９％から１００％の

割合で端数を整理した額とする。 

 

２ 最低制限価格 

最低制限価格は、業務ごとに次の業種区分の欄に掲げる業務の種類ごとに、同表①の欄

から④の欄までに掲げる額を合計した額に１００分の１１０を乗じて得た額とする。ただ

し、その額が予定価格に１０分の８（地質調査業務にあっては１０分の８．５）を乗じて

得た額を超える場合にあっては１０分の（地質調査業務にあっては１０分の８．５）を乗

じて得た額とし、予定価格に１０分の６（地質調査業務にあっては３分の２）を乗じて得

た額に満たない場合にあっては１０分の６（地質調査業務にあっては３分の２）を乗じて

得た額とする。ただし、測量業務にかかる契約については、その額が予定価格に１０分の

８.２を乗じて得た額を超える場合にあっては１０分の８.２を乗じて得た額とし、予定価

格に１０分の６を乗じて得た額に満たない場合にあっては１０分の６を乗じて得た額と

し、最低制限価格入札書比較価格算出の際の端数処理については、千円未満を切り上げ、

１０分の８又は、１０分の８．２で設定する場合のみ切り捨てとする。 

 

【別表】 

業種区分 ① ② ③ ④ 

測量業務 
直接測量費

の額 

測量調査費

の額 

諸経費の額に10分の

4.8 を乗じて得た額 
－ 

建築関係コンサ

ルタント業務 

直接人件費

の額 

特別経費の

額 

技術料等経費の額に

10 分の 6を乗じて得

た額 

諸経費の額に 10 分

の 6を乗じて得た額 

土木関係コンサ

ルタント業務Ａ 

直接人件費

の額 

直接経費の

額 

技術経費の額に10分

の 6を乗じて得た額 

諸経費の額に 10 分

の 6を乗じて得た額 



 

 

土木関係コンサ

ルタント業務Ｂ 

直接人件費

の額 

直接経費の

額 

その他原価の額に 10

分の 9を乗じて得た

額 

一般管理費等の額に

10 分の 4.8 を乗じて

得た額 

地質調査業務 
直接調査費

の額 

間接調査費

の額に 10分

の9を乗じて

得た額 

解析等調査業務費の

額に10分の8を乗じ

て得た額 

諸経費の額に 10 分

の 4.8 を乗じて得た

額 

補償関係コンサ

ルタント業務Ａ 

直接人件費

の額 

直接経費の

額 

技術経費の額に10分

の 6を乗じて得た額 

諸経費の額に 10 分

の 6を乗じて得た額 

補償関係コンサ

ルタント業務Ｂ 

直接人件費

の額 

直接経費の

額 

その他原価の額に 10

分の 9を乗じて得た

額 

一般管理費等の額に

10 分の 4.5 を乗じて

得た額 

注１：「土木関係コンサルタント業務Ａ」及び「補償関係コンサルタント業務Ａ」は、「技

術経費」と「諸経費」を用いて積算する場合に適用。 

注２：「土木関係コンサルタント業務Ｂ」及び「補償関係コンサルタント業務Ｂ」は、「そ

の他原価」と「一般管理費等」を用いて積算する場合に適用。 

 

（２） 前項にかかわらず、町長が特に必要と認めるときは、最低制限価格を、予定価格

に１０分の６から１０分の８.２まで（地質調査業務にあっては３分の２から１０分の８．

５ まで）の範囲内で適宜の割合を乗じて得た額とすることができる。 

 

この運用は、令和元年６月３日以降に入札公告又は入札通知する業務から適用する。 


